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平成３０年度 予算提案説明 

 

次に、施政方針に基づきます平成３０年度当初予算案について提案説明を申

し上げます。 

まず、一般会計予算についてでございます。 

地方財政計画におきましては、まち・ひと・しごと創生事業や公共施設の老

朽化対策・維持補修の経費や社会保障関係の増に対応した歳出を確保した上で、

危機対応モードから平時モードへの切り替えを進めるため、歳出特別枠を廃止

するなど、自治体が直面する重要課題への対応を推し進めつつも、効率的な財

政運営が求められております。 

本市におきましても、こうした国の動向を踏まえ、平成３０年度当初予算を

編成しております。 

まず、一般会計予算の総額は、４８７億８，４９３万６千円で、前年度比８

億９，３４１万７千円、１．８％の減となっております。 

次に、各種事業を賄う財源でございますが、特定財源は、国庫支出金､諸収入、

市債などで、前年度よりも３．４％減の１７３億１１３万６千円を見込んでお

り、特定財源の構成比は､前年度より０．５ポイント低い３５．５％となってお

ります。また､地方債依存度につきましては､１０．５％と、前年度の１０．７％

から０．２ポイント減少しております。これは、一般廃棄物処理事業債、地域

総合整備資金貸付事業債などが減少したことによるものでございます。 

次に、年度末地方債現在高につきましては、５１９億４９０万３千円となり、

前年度より、１１億２，０５６万７千円､２．２％増加するものと見込んでおり

ます。 

次に、一般財源でございますが、市税につきましては、前年度比３億６，７

２２万８千円、２．０％増の１８９億７，１９２万円を見込んでおります。 

地方交付税につきましては、前年度よりも２億２，７００万円、４．１％減

の５２億６，８００万円を見込んでおります。 

繰入金につきましては、財政調整基金繰入金７億１，７１７万２千円、減債

基金繰入金２億円などを計上いたしております。 

これらによりまして、一般財源総額は、前年度よりも３億９０５万５千円、

１．０％減の３１４億８，３８０万円、構成比は６４．５％となっております。 
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以上が一般会計予算の概要でございます。 

国におきましては、子ども・子育て支援や地方創生の推進を図る一方、地方

自治体における各種基金の増額を注視するなど、地方団体の財政運営に一層厳

しい目が向けられています。 

このため、事業の重点化を図り、中長期的な視点も踏まえ、より効果・効率

的な行財政運営を継続し、健全財政を堅持したいと考えております。 

次に、特別会計につきましては、渡海船事業、住宅新築資金等貸付事業、平

尾墓園事業、公共下水道事業、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者

医療事業及び工業用地造成事業の全８会計、また企業会計につきましては、水

道事業、工業用水道事業につきまして、それぞれの事業に要します事業費、事

務費について特別会計で３４１億６３４万１千円、企業会計で４３億２１０万

８千円を措置いたしております。 

 以上で平成３０年度当初予算の説明を終わります。 

 

 


